
間接税業務における価値を最大化するために
採用すべきテクノロジーとは
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しかし
ながらERPは、企業の様々な業務を
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人力かソフトウェアか：リソース
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となっています。

いう問題もあります。間接税を申告す

ERP
している場合

ります。その対応のため、IT部門に開

しかし、Indirect Tax Determination

要となります。さらに間接税の申告に
ついては、 Indirect Tax

ます。

変化、税務の業務フロー、システムの
変更があったりすると、問題はさらに

税務システム化については、単体
での予算獲得は困難 

通常、プロジェクトの計画段階や企
画書の作成段階（＝フェーズゼロ）
では税務への影響は考慮されませ
ん。複数国の税務に対応することは
非常に難しいため、ERPプロジェク
トでは最低限必要な機能だけが実装
されることがあります。トムソン・
ロイター間接税ソリューション上席
コンサルタントのシモーヌ・コット
ムは、「税務部門の関与なしに他部
門が申告プロセスを独断で決める可
能性が出てくる」と警鐘を鳴らしま
す。このような状況下でERPを導入
すると、組織内で業務が分断され縦
割り（サイロ化）が生じ、手作業が
増えることがあります。税務担当者
が課される負担について気付くの
は、プロジェクトが発足してから
になる場合がよくあります。しか
しこの段階で影響に気づいたとし
ても、プロセスを自動化/合理化
するには、ERP基盤そのものの設計
を変更しなければなりません。こう
した段階に進むと、これらの個別プ
ロジェクトはスコープや予算の対象
外となる、もしくは十分な理解を得
られない状況に直面することがあり
ます。そのため、税務担当者は現行
プロセスまたは非効率なプロセスを
甘受し、同様の機会が再び訪れるま
で我慢するしかありません。全ての
税務要件の把握は困難です。
自社のクライアントが事業展開する
国々の税務要件を完全に把握するこ
とは困難であり、予期せぬ問題に発
展することがあります。複数国にま
たがる税務テクノロジーは複雑であ
り、ERPコンサルタントが重要な確
認項目を見落としたり、税務要件の
を企業が見逃してしまう事もありま
す。
しかし、 Indirect Tax
Determinationを使用すると、国ご
との税率や税務ルールが専門家に
よって定期的に更新されるため、
ERPコンサルタントの介入がなくと
も税務ガバナンスを強化し、情報の
ギャップを埋めることができます。
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の税務
務

税務

税 の

税務計算における精度と一貫
性の大幅改善 

税請求における過誤率が75％
から 1％未満に低下 
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ERP

です。

ステム

��
が税務

す。

り、

ERP

ERP

と

段階で利害関係者を巻き込み、ERPのプロジェクト計画に税務

のシステム化に関するあらゆるコストを盛り込んでおくことが

重要です。

1 https://www.thomsonreuters.com.au/en/resources/tax/reports/forrester-total-economic-impact-report/form.html
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お客様事例

Orica

Orica

ESOURCE
RP

る しまし

は、Orica ONESOURCE

•
な

•
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•
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•

•

ONESOURCE ERP •カスタムプラット 
フォーム

ERPプラットフォームや 〇 ×

外部ERPプラットフォームとの公式連携： 
SAP、Oracle、Microsoft、NetSuite 〇 該当なし

税務に関する情報収集やコンテンツの自動更新 〇 ×

サポートおよび保守の手間 最小限またはゼロ 大きな負担

アナリティクスおよびダッシュボード サポートあり
サ

の

税務に特化したプロセス自動化の実績 〇：20年超 ×



タックスエンジンは、既存のIT環境がどのようなものであっても簡単に連携す
ることができ、数々のメリットをもたらします。機能が限定されたERPだけに
頼って間接税判定およびコンプライアンス対応を行うことは、長い目で見て得
策とは言えません。変化の激しい税制・税務環境や事業環境において、その判
断次第でコストとリスクの両方が発生します。
コンプライアンス自動対応ツールを備えたタックスエンジンは、導入後すぐに
利用できるものであり、税務・会計プロセスの効率化および正確な税額計算に
より、長期的に価値が継続します。また、新たな課題への対処が必要になった
り、イノベーションや成長に向けた事業施策のサポートが必要になったりする
場合でも、税務担当者が迅速に対応することができます。
デジタル化がさらに進み、データ主導型経済に移行している現代において、こ
うしたメリットを活用することで税務部門の戦略的価値が向上し、企業全体の
成長を支える上で大きな役割を果たすことができます。

お問い合わせ
ONESOURCE 国際税務ソリューション
Mail：Marketingjp@thomsonreuters.coｍ 
Web：thomsonreuters.jp
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